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中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則の一部を改正する規則

第１条 中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則（平成２０年愛媛県規則第４１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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規 則

改 正 後 改 正 前

（委任）

第２条 法第１４条第４項（改正法附則第４条第２項において準用す

る場合を含む。）においてその例によるものとされた生活保護法

（昭 和２５年 法 律 第１４４号。以 下「例 に よ る 生 活 保 護 法」と い

う。）第１９条第４項の規定に基づき、知事は、例による生活保護

法第２４条から第２９条まで、第３０条、第３１条、第３３条から第３７条の

２まで、第４８条第４項、第６２条第３項及び第４項、第６３条、第７６

条第１項、第７７条第２項、第７８条の２第１項、第８０条並びに第８１

条に規定する支援給付の決定及び実施に関する事務を地方局長に

委任する。

２ 例による生活保護法第２０条の規定に基づき、知事は、例による

生活保護法第７８条第１項及び第２項に規定する事務を地方局長に

委任する。

（決定通知書）

第６条 例による生活保護法第２４条第３項（同条第９項において準

用する場合を含む。）及び第２５条第２項に規定する書面の様式

は、支援給付の開始又は変更を決定する場合にあっては支援給付

（委任）

第２条 法第１４条第４項（改正法附則第４条第２項において準用す

る場合を含む。）においてその例によるものとされた生活保護法

（昭 和２５年 法 律 第１４４号。以 下「例 に よ る 生 活 保 護 法」と い

う。）第１９条第４項の規定に基づき、知事は、例による生活保護

法第２４条から第２９条まで、第３０条、第３１条、第３３条から第３７条

まで、第４８条第４項、第６２条第３項及び第４項、第６３条、第７６

条第１項、第７７条第２項、第７８条の２第１項、第８０条並びに第８１

条に規定する支援給付の決定及び実施に関する事務を地方局長に

委任する。

（決定通知書）

第６条 例による生活保護法第２４条第１項（同条第５項において準

用する場合を含む。）及び第２５条第２項に規定する書面の様式

は、支援給付の開始又は変更を決定する場合にあっては支援給付
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決定通知書（様式第９号）、却下する場合にあっては支援給付申

請却下通知書（様式第１０号）とし、例による生活保護法第２６条

に規定する書面の様式は、支援給付廃止（停止）決定通知書

（様式第１１号）とする。

（資料の提供等）

第８条 地方局長は、例による生活保護法第２９条第１項の規定によ

り資料の提供等 を求めるときは、資料提供等依頼書

（様式第１３号）を送付しなけれ

ばならない。

（扶養照会等）

第９条 省略

２ 例による生活保護法第２４条第８項に規定する書面の様式は、扶

養義務者への通知書（様式第１４号の２）とする。

３ 地方局長は、例による生活保護法第２８条第２項の規定により報

告を求めるときは、報告依頼書（様式第１４号の３）を送付しなけ

ればならない。

（医療要否意見書等）

第１２条 省略

２ 例による生活保護法第２４条第１０項の規定により町長が支援給付

変更申請書（傷病届）（入院外医療支援給付を申請する場合に限

る。）を受け取ったときは、当該町長は、直ちに診療依頼書（入

院外）（様式第２２号）を要支援者に交付するものとする。

（給付券等）

第１３条 医療支援給付又は介護支援給付の現物給付は、次に掲げる

給付券等を交付して行うものとする。

�～� 省略

（受療連絡票）

第１４条 地方局長は、施術券・施術報酬請求明細書（様式第２６号

（その３））を交付した場合において、交付を受けた者が他の指

定医療機関で現に治療中であるときは、はり・きゅう受療連絡票

（様式第２８号）により当該指定医療機関に連絡しなければならな

い。

（町長の協力事務）

第１６条 例による生活保護法第２４条第１０項に規定する書面の様式

は、支援給付申請に伴う調査書（様式第３１号）とする。

２～５ 省略

第１９条 省略

（徴収金納入申出書）

第１９条の２ 例による生活保護法第７８条の２第１項の規定による申

出は、徴収金納入申出書（様式第３８号の２）を地方局長に提出す

ることによって行うものとする。

様式第２号（第５条関係） 支援給付申請書

決定通知書（様式第９号）、却下する場合にあっては支援給付申

請却下通知書（様式第１０号）とし、例による生活保護法第２６条第

１項に規定する書面の様式は、支援給付廃止（停止）決定通知書

（様式第１１号）とする。

（調査依頼）

第８条 地方局長は、例による生活保護法第２９条 の規定によ

り調査を嘱託し、又は報告を求めるときは、例による生活保護法

第２９条の規定に基づく調査依頼書（様式第１３号）を送付しなけれ

ばならない。

（扶養照会）

第９条 省略

（医療要否意見書等）

第１２条 省略

２ 例による生活保護法第２４条第６項の規定により町長が支援給付

変更申請書（傷病届）（入院外医療支援給付を申請する場合に限

る。）を受け取ったときは、当該町長は、直ちに診療依頼書（入

院外）（様式第２２号）を要支援者に交付するものとする。

（給付券等）

第１３条 医療支援給付又は介護支援給付の現物給付は、次に掲げる

給付券等を交付して行うものとする。

�～� 省略

� 施術費給付承認書（はり・きゅう）・施術費給付請求書（は

り・きゅう）（様式第２７号）

（受療連絡票）

第１４条 地方局長は、前条第５号に掲げる承認書

を交付した場合において、交付を受けた者が他の指

定医療機関で現に治療中であるときは、はり・きゅう受療連絡票

（様式第２８号）により当該指定医療機関に連絡しなければならな

い。

（町長の協力事務）

第１６条 例による生活保護法第２４条第６項に規定する書面の様式

は、支援給付申請に伴う調査書（様式第３１号）とする。

２～５ 省略

第１９条 省略

様式第２号（第５条関係） 支援給付申請書

省略 省略

記入上の注意

１・２ 省略

３ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項において

その例によるものとされた生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第８５条第１項又は刑法（明治４０年法律第４５号）

の規定によって処罰されることがあります。

４ 省略

記入上の注意

１・２ 省略

３ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項において

その例によるものとされた生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第８５条 又は刑法（明治４０年法律第４５号）

の規定によって処罰されることがあります。

４ 省略

注 省略

別紙１ 資産申告書

（表）省略

（裏）

注 省略

別紙１ 資産申告書

（表）省略

（裏）
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省略

記入上の注意

１～５ 省略

６ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項において

その例によるものとされた生活保護法第８５条第１項又は

刑法の規定によって処罰されることがあります。

省略

記入上の注意

１～５ 省略

６ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項において

その例によるものとされた生活保護法第８５条 又は

刑法の規定によって処罰されることがあります。

注 省略

別紙２（その１） 収入申告書（新規用）

（表）省略

（裏）

注 省略

別紙２（その１） 収入申告書（新規用）

（表）省略

（裏）

省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項において

その例によるものとされた生活保護法第８５条第１項又は

刑法の規定によって処罰されることがあります。

省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 不実の申請その他不正な手段により保護 を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項において

その例によるものとされた生活保護法第８５条 又は

刑法の規定によって処罰されることがあります。

注 省略

別紙２（その２） 収入申告書（継続用（一世世帯用））

（表）省略

（裏）

注 省略

別紙２（その２） 収入申告書（継続用（一世世帯用））

（表）省略

（裏）

省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項において

その例によるものとされた生活保護法第８５条第１項又は

刑法の規定によって処罰されることがあります。

省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 不実の申請その他不正な手段により保護 を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項において

その例によるものとされた生活保護法第８５条 又は

刑法の規定によって処罰されることがあります。

注 省略

別紙２（その３） 収入申告書（継続用（二世等世帯用））

（表）省略

（裏）

注 省略

別紙２（その３） 収入申告書（継続用（二世等世帯用））

（表）省略

（裏）

省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項において

その例によるものとされた生活保護法第８５条第１項又は

刑法の規定によって処罰されることがあります。

省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 不実の申請その他不正な手段により保護 を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項において

その例によるものとされた生活保護法第８５条 又は

刑法の規定によって処罰されることがあります。

注 省略

別紙３ 同意書

注 省略

別紙３ 同意書

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の規定による支援給付の決定若しくは実

施又は同法第１４条第４項においてその例によるものとされた

生活保護法（以下「例による生活保護法」という。）第７７条

若しくは第７８条の規定の施行のために必要があるときは、私

及び私の世帯員（以下「私等」という。）の次に掲げる事項

につき、貴地方局が官公署、日本年金機構若しくは共済

組合等（以下「官公署等」という。）に対し、必要な書類の

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の規定による支援給付の決定又は実施実

施又は同法第１４条第４項においてその例によるものとされた

生活保護法（以下「例による生活保護法」という。）第７７条

若しくは第７８条の規定の施行のために必要があるときは、私

及び私の世帯員（以下「私等」という。）の資産及び収入の

状況につき、貴地方局が官公署に調査を嘱託し
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閲覧若しくは資料の提供を求め、又は銀行 、

信託会社、私等の雇主その他の関係人（以下「銀行等」とい

う。）に報告を求めることに同意します。

また、貴地方局の資料の提供等の要求 に対し、官公署等

又は銀行等が報告することについて、私等が同意している旨

を官公署等又は銀行等に伝えて構いません。

� 氏名及び住所又は居所

� 資産及び収入の状況（生業若しくは就労又は求職活動の

状況、扶養義務者の扶養の状況及び他の法律に定める扶助

の状況を含む。）

� 健康状態

� 他の支援給付の実施機関における支援給付の決定及び実

施の状況

� 支出の状況

※ 支援給付の廃止後は、�及び�の事項にあっては、支援

給付を受けていた期間における事項に限ります。

閲覧若しくは資料の提供を求め、又は銀行、生命保険会社、

信託会社、私等の雇主その他の関係人（以下「銀行等」とい

う。）に報告を求めることに同意します。

また、貴地方局の調査嘱託又は報告要求に対し、官公署

又は銀行等が報告することについて、私等が同意している旨

を官公署 又は銀行等に伝えて構いません。

� 氏名及び住所又は居所

� 資産及び収入の状況（生業若しくは就労又は求職活動の

状況、扶養義務者の扶養の状況及び他の法律に定める扶助

の状況を含む。）

� 健康状態

� 他の支援給付の実施機関における支援給付の決定及び実

施の状況

� 支出の状況

※ 支援給付の廃止後は、�及び�の事項にあっては、支援

給付を受けていた期間における事項に限ります。

記入上の注意 省略 記入上の注意 省略

注 省略

様式第６号（第５条、様式第２号、様式第５号関係） 給与証明書

（表）省略

（裏）

注 省略

様式第６号（第５条、様式第２号、様式第５号関係） 給与証明書

（表）省略

（裏）

省略 省略

記入要領

省略

注意

１ この証明書は、世帯から地方局長宛てに収入申告のな

された場合に添付されるものです。

２ 事実と違ったことを証明した場合には、中国残留邦人

等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項において

その例によるものとされた生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第８５条第１項の規定により処罰されることがあ

りますから御注意ください。

記入要領

省略

注意

１ この証明書は、世帯から地方局長あてに収入申告のな

された場合に添付されるものです。

２ 事実と違ったことを証明した場合には、中国残留邦人

等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項において

その例によるものとされた生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第８５条 の規定により処罰されることがあ

りますから御注意ください。

注 省略

様式第１２号（第７条関係） 検診命令書等

注 省略

様式第１２号（第７条関係） 検診命令書等

省略 省略 省略 省略

注意

１・２ 省略

３ この検診命令を受けないと、例による生活保

護法第２８条第５項の規定により、あなたの支援

給付申請が却下され、又はあなたに対する支援

給付が変更され、停止され、若しくは廃止され

る場合があります。

４ 省略

注意

１・２ 省略

３ この検診命令を受けないと、例による生活保

護法第２８条第４項の規定により、あなたの支援

給付申請が却下され、又はあなたに対する支援

給付が変更され、停止され、若しくは廃止され

る場合があります。

４ 省略

注 省略

様式第１３号（第８条関係） 資料提供等依頼書

様式第１３号（その１）

（表）

注 省略

様式第１３号（第８条関係） 調査依頼書

様式第１３号（その１）

資 料 提 供 等 依 頼 書

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定による支

援給付の決定若しくは実施又は同法第１４条第４項においてそ

調 査 依 頼 書

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定による支

援給付の決定又は実施
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の例によるものとされた生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号。以下「例による生活保護法」という。）第７７条若しくは

第７８条の規定の施行のために必要がありますので、例による

生活保護法第２９条第１項

の規定に基づき、次の事項について資料の提供等を求

めます。

なお、入手した資料については、当局において秘密の保護

に万全を期すこととしますので、念のため申し添えます。

省略

の例によるものとされた生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号。以下「例による生活保護法」という。）第７７条若しくは

第７８条の規定の施行のために必要がありますので、中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項においてその

例によるものとされた生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）

第２９条の規定に基づき、次の事項について照会します

。

なお、入手した資料については、当局において厳秘資料と

して扱いますので 念のため申し添えます。

省略

（参考）

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律（抜粋）

（支援給付の実施）

第１４条第４項 この法律に特別の定めがある場合のほか、支援給付

については、生活保護法の規定の例による。

生活保護法（抜粋）

（調査の嘱託及び報告の請求）

第２９条 保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定又は実施

のために必要があるときは、要保護者又はその扶養義務者の資産

及び収入の状況につき、官公署に調査を嘱託し、又は銀行、信託

会社、要保護者若しくはその扶養義務者の雇主その他の関係人

に、報告を求めることができる。

（参考）

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律（抜粋）

（支援給付の実施）

第１４条第４項 この法律に特別の定めがある場合のほか、支援給付

については、生活保護法の規定の例による。

生活保護法（抜粋）

（調査の嘱託及び報告の請求）

第２９条 保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定又は実施

のために必要があるときは、要保護者又はその扶養義務者の資産

及び収入の状況につき、官公署に調査を嘱託し、又は銀行、信託

会社、要保護者若しくはその扶養義務者の雇主その他の関係人

に、報告を求めることができる。

（裏）

（参考）

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律（抜粋）

（支援給付の実施）

第１４条第４項 この法律に特別の定めがある場合のほか、支援給付

については、生活保護法の規定の例による。

生活保護法（抜粋）

（資料の提供等）

第２９条 保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定若しくは

実施又は第７７条若しくは第７８条の規定の施行のために必要がある

と認めるときは、次の各号に掲げる者の当該各号に定める事項に

つき、官公署、日本年金機構若しくは国民年金法（昭和３４年法律

第１４１号）第３条第２項に規定する共済組合等（次項において「共

済組合等」という。）に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の

提供を求め、又は銀行、信託会社、次の各号に掲げる者の雇主そ

の他の関係人に、報告を求めることができる。

� 要保護者又は被保護者であつた者 氏名及び住所又は居所、

資産及び収入の状況、健康状態、他の保護の実施機関における

保護の決定及び実施の状況その他政令で定める事項（被保護者

であつた者にあつては、氏名及び住所又は居所、健康状態並び

に他の保護の実施機関における保護の決定及び実施の状況を除

き、保護を受けていた期間における事項に限る。）

� 前号に掲げる者の扶養義務者 氏名及び住所又は居所、資産

及び収入の状況その他政令で定める事項（被保護者であつた者

の扶養義務者にあつては、氏名及び住所又は居所を除き、当該

被保護者であつた者が保護を受けていた期間における事項に限

る。）
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２ 別表第１の上欄に掲げる官公署の長、日本年金機構又は共済組

合等は、それぞれ同表の下欄に掲げる情報につき、保護の実施機

関又は福祉事務所長から前項の規定による求めがあつたときは、

速やかに、当該情報を記載し、若しくは記録した書類を閲覧さ

せ、又は資料の提供を行うものとする。

様式第１３号（その２）

（表）

様式第１３号（その２）

資 料 提 供 等 依 頼 書

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付の決定若しくは実施又は

同法附則第４条第２項において準用する中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）第１４条第４項においてその例による

ものとされた生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「例

による生活保護法」という。）第７７条若しくは第７８条の規定

の施行のために必要がありますので、例による生活保護法第

２９条第１項

の規定に基づき、次の

事項について資料の提供等を求めます。

なお、入手した資料については、当局において秘密の保護

に万全を期すこととしますので、念のため申し添えます。

省略

調 査 依 頼 書

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付の決定又は実施実施又は

同法附則第４条第２項において準用する中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）第１４条第４項においてその例による

ものとされた生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「例

による生活保護法」という。）第７７条若しくは第７８条の規定

の施行のために必要がありますので、中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一

部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第２

項において準用する中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項においてその例によるものとされた生活保

護法（昭和２５年法律第１４４号）第２９条の規定に基づき、次の

事項について照会します 。

なお、入手した資料については、当局において厳秘資料と

して扱いますので 念のため申し添えます。

省略

（参考）

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律の一部を改正する法律（抜粋）

附 則

（施行前死亡者の配偶者に対する支援給付の実施）

第４条第２項 新法第１４条第２項及び第４項から第８項まで並びに

第１５条の規定は、支援給付について準用する。

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律（抜粋）

（支援給付の実施）

第１４条第４項 この法律に特別の定めがある場合のほか、支援給付

については、生活保護法の規定の例による。

生活保護法（抜粋）

（調査の嘱託及び報告の請求）

第２９条 保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定又は実施

のために必要があるときは、要保護者又はその扶養義務者の資産

及び収入の状況につき、官公署に調査を嘱託し、又は銀行、信託

会社、要保護者若しくはその扶養義務者の雇主その他の関係人

に、報告を求めることができる。

（裏）
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（参考）

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律の一部を改正する法律（抜粋）

附 則

（施行前死亡者の配偶者に対する支援給付の実施）

第４条第２項 新法第１４条第２項及び第４項から第８項まで並びに

第１５条の規定は、支援給付について準用する。

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律（抜粋）

（支援給付の実施）

第１４条第４項 この法律に特別の定めがある場合のほか、支援給付

については、生活保護法の規定の例による。

生活保護法（抜粋）

（資料の提供等）

第２９条 保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定若しくは

実施又は第７７条若しくは第７８条の規定の施行のために必要がある

と認めるときは、次の各号に掲げる者の当該各号に定める事項に

つき、官公署、日本年金機構若しくは国民年金法（昭和３４年法律

第１４１号）第３条第２項に規定する共済組合等（次項において「共

済組合等」という。）に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の

提供を求め、又は銀行、信託会社、次の各号に掲げる者の雇主そ

の他の関係人に、報告を求めることができる。

� 要保護者又は被保護者であつた者 氏名及び住所又は居所、

資産及び収入の状況、健康状態、他の保護の実施機関における

保護の決定及び実施の状況その他政令で定める事項（被保護者

であつた者にあつては、氏名及び住所又は居所、健康状態並び

に他の保護の実施機関における保護の決定及び実施の状況を除

き、保護を受けていた期間における事項に限る。）

� 前号に掲げる者の扶養義務者 氏名及び住所又は居所、資産

及び収入の状況その他政令で定める事項（被保護者であつた者

の扶養義務者にあつては、氏名及び住所又は居所を除き、当該

被保護者であつた者が保護を受けていた期間における事項に限

る。）

２ 別表第１の上欄に掲げる官公署の長、日本年金機構又は共済組

合等は、それぞれ同表の下欄に掲げる情報につき、保護の実施機

関又は福祉事務所長から前項の規定による求めがあつたときは、

速やかに、当該情報を記載し、若しくは記録した書類を閲覧さ

せ、又は資料の提供を行うものとする。

様式第２４号（第１３条関係） 介護券 様式第２４号（第１３条関係） 介護券

省略 省略

省略 省略

指定居宅介護支援事業者・

指定介護予防支援事業者名

省略 指定居宅介護支援事業者・

地域包括支援センター名

省略

省略 省略

注 省略

様式第２６号（第１３条、第１４条関係） 施術券・施術報酬請求明細書

様式第２６号（その１）・（その２） 省略

様式第３１号（第１６条関係） 支援給付申請に伴う調査書

注 省略

様式第２６号（第１３条、第１４条関係） 施術券・施術報酬請求明細書

様式第２６号（その１）・（その２） 省略

様式第３１号（第１６条関係） 支援給付申請に伴う調査書
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第２条 中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則の一部を次のように改正する。

様式第１４号の次に次の２様式を加える。

省略

別添のとおり中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の

規定による支援給付申請書を受け取ったので、同法第１４条第

４項においてその例によるものとされた生活保護法（昭和２５

年法律第１４４号）第２４条第１０項の規定により支援給付に関す

る参考事項及び意見を添えて送付します。

省略

省略

別添のとおり中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の

規定による支援給付申請書を受け取ったので、同法第１４条第

４項においてその例によるものとされた生活保護法（昭和２５

年法律第１４４号）第２４条第６項の規定により支援給付に関す

る参考事項及び意見を添えて送付します。

省略

注 省略

様式第３９号（第２０条関係） 支援給付負担金精算（調）書

注 省略

様式第３９号（第２０条関係） 支援給付負担金精算（調）書

省略 省略

生 活 支 援 省略

支

援

費

生 活 支 援 省略

住 宅 支 援 住 宅 支 援

出 産 支 援 介 護 支 援

生 業 支 援 医 療 支 援

葬 祭 支 援 生 業 支 援

施設事務費及び委託事務費 葬 祭 支 援

小 計 小 計

医 療 支 援 施 設 事 務 費 、 委 託 事 務 費

介 護 支 援

省略 省略

注 省略

様式第４０号（第２２条関係） 支援給付経理状況調

注 省略

様式第４０号（第２２条関係） 支援給付経理状況調

省略 省略

出 産 支 援 費 省略 介 護 支 援 費 省略

生 業 支 援 費 医 療 支 援 費

葬 祭 支 援 費 生 業 支 援 費

施設事務費及び委託事務費 葬 祭 支 援 費

小 計 小 計

医 療 支 援 費 施設事務費及び委託事務費

介 護 支 援 費

省略 省略

注 省略 注 省略
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様式第１４号の２（第９条関係） 扶養義務者への通知書

様式第１４号の２（その１）
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様式第１４号の２（その２）
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様式第１４号の３（第９条関係） 報告依頼書

様式第１４号の３（その１）
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様式第１４号の３（その２）
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様式第２６号に次のように加える。
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様式第２６号（その３） はり・きゅう

（表）
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（裏）
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様式第２７号を次のように改める。

様式第２７号 削除

「 「

様式第３８号中 を に改め、同様式の次に次の１様式を加える。

」 」

生業支援給付 葬 祭
支 援
給 付

就 労
助 成

技 能
修 得

人
員

金
額

人
員

金
額

人
員

金
額

生業支援給付 出産支援給付 葬 祭
支 援
給 付

就 労
助 成

技 能
修 得

居宅 入所

人
員

金
額

人
員

金
額

人
員

金
額

人
員

金
額

人
員

金
額
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様式第３８号の２（第１９条の２関係） 徴収金納入申出書
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に提出されている第１条の規定による改正前の中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則様式第２号別紙３の

規定による同意書は、同条の規定による改正後の中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則様式第２号別紙３の規定による同意書と

みなす。

３ 第２条の規定による改正後の中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則様式第２６号（その３）の規定は、この規則の施行の日以降

の施術に係る請求分について適用し、同日前の施術に係る請求分については、なお従前の例による。

�愛媛県告示第１１３３号
次に掲げる専用公印は、平成２６年９月３０日限り、廃止した。

平成２６年１０月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１１３４号
愛媛県公印規程（昭和３４年愛媛県訓令第８号）第６条の規定によ

り、知事印（専用公印）を次のとおり新設した。

平成２６年１０月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１３６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２６年１０月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

平田ショッピングセンタ
ー敷地Ｂ

松山市平田町１９０番
地 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者

マックスバリュ西日
本株式会社

マックスバリュ西日
本株式会社ほか１者

平成２６年
９月２４日

平成２６年
９月２５日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

�������
�愛媛県告示第１１３５号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２６年１０月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

告 示

種 別 管 守 場 所 数 専 用 区 分

東予地方局 １

知事印 中予地方局 １ 母子寡婦福祉資金用

南予地方局 １

印 影 管 守 場 所 用 途
使用開始

年 月 日

東 予 地 方 局

中 予 地 方 局

南 予 地 方 局

母子父子

寡婦福祉

資金用

平成２６年
１０月１日

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

西予市立西予市
民病院

西予市宇和町永長１４７番
地１ 西予市

平成２９年
９月２０日
まで

��������������
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イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第１１３７号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、愛南町長から次のとおり公共測量を実

施する旨の通知があった。

平成２６年１０月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（空中写真測量、写真地図作成）

２ 作業期間 平成２６年１０月７日から

平成２７年３月３１日まで

３ 作業地域 愛南町全域

�愛媛県告示第１１３８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２６年１０月７日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�愛媛県公営企業告示第４号
次のとおり落札者を決定した。

平成２６年１０月７日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

�公示送達
住所不明

中村 象之助（愛媛県四国中央市三島中央五丁目字青木１５３９番の

登記名義人）

土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第６６条第３項の規定に基づ

き上記の者に送達すべき次の書類は、当収用委員会事務局（愛媛県

土木部管理局用地課）において保管してあるので、出頭の上、その

交付を受けてください。

なお、この書類を受領しないときは、土地収用法施行令（昭和２６

年政令第３４２号）第５条第５項の規定により、平成２６年１０月２７日を

経過した時にその書類の送達があったものとみなされます。

平成２６年１０月７日

愛媛県収用委員会

会長 市 川 武 志

平成２６年９月２９日付け裁決書

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２６中局建（開）第２４号

平成２６年９月２６日
伊予郡松前町大字永田字三人百姓３４７番１、３４８番１、３５０番１

東京都品川区大崎一丁目１１番２号

株式会社ローソン

代表取締役 玉 塚 元 一

公営企業告示

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

応急復旧用資材の購入 １式
愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２６年９月２４日
大成機工株式会社
四国支店
香川県高松市番町１－
１－５

５６，８５０，０００円 一般競争入札 平成２６年８月１２日

雑 報

��������������

平成２６年１０月７日 発行
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